市町村職員の退職手当に関する条例の運用方針一部改正　新旧対照表
	新
	旧

	第二条関係
　　市町村職員の退職手当に関する条例（昭和三十五年条例第一号。以下「条例」という。）第二条第二項に掲げる者が、同項に規定する「職員について定められている勤務時間以上勤務した日」が一月において十八日に満たないことが客観的に明らかとなった場合には、その日をもって退職したものとして取り扱うものとする。
第二条の三関係
　　本条第二項に規定する「特別の事情がある場合」とは、例えば次に掲げる場合をいう。
　イ　死亡等による予期し得ない退職のため、退職手当の支給手続に相当な時間を要するとき。
　ロ　基礎在職期間に条例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　第五条の二第二項第二号から第十九号までに掲げる在職期間が含まれると考えられる場合等であって、その確認に相当な時間を要するとき。
　ハ　天災その他やむを得ない理由により、職員の退職の日から一月以内に支払うことができないとき。
　　　附　則
　この運用方針の一部改正は、令和二年四月一日から適用する。
	〔新設〕

第二条の三関係
　　本条第二項に規定する「特別の事情がある場合」とは、例えば次に掲げる場合をいう。
　イ　死亡等による予期し得ない退職のため、退職手当の支給手続に相当な時間を要するとき。
　ロ　基礎在職期間に市町村職員の退職手当に関する条例（昭和三十五年条例第一号。以下「条例」という。）第五条の二第二項第二号から第十九号までに掲げる在職期間が含まれると考えられる場合等であって、その確認に相当な時間を要するとき。
　ハ　天災その他やむを得ない理由により、職員の退職の日から一月以内に支払うことができないとき。



